別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　　項：企画開発費　　　目：企画調査費
	事業名:地域子育て支援推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　少子化対策課　少子化対策担当　電話番号：058-272-1111（内2682）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11167@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,633千円（前年度予算額：12,196千円）

	事業内容


	１　事業の内容


子育て支援者向けの支援拠点を設置し、子育て支援に関する相談・研修及び子育てマイスターの活動支援等を行うとともに、育児不安を抱える親を対象とした親教育プログラムの普及を促進し、地域の子育て支援を推進する。

（1） 地域における子育て支援活動の実践者の認定及び活動支援
①子育てマイスターの認定
②子育てマイスターと市町村とのマッチング

・子育てマイスター市町村交流会の開催

（2） 子育て支援に関する相談・研修及び人材バンクの運営
①子育て支援者向け相談窓口の運営
②子育て支援相談員研修会の開催　
③ぎふ子育て応援団人材バンクの運営

　・子育てマイスター等を登録し、依頼に応じて紹介

（３）親教育プログラム普及促進事業
　　　　親教育プログラム(ノーバディーズ・パーフェクト・プログラム※）の普及を促進

するため、地域子育て支援拠点等で実施する経費を助成する。
　　　・補助率：県１／２、市町村１／２
　　※1980年代はじめにカナダ政府保健省が中心となって開発した親支援プログラム。　

親が10人前後のグループとなり、ファシリテーターの側面支援のもと、相互に知恵と体験を出し合い、自らの力で課題を解決する。
　　　
	２　所要経費


（1） 子育てマイスターの認定、活動支援事業　　　　　　　1,032千円
（2） 子育て支援に関する相談・研修及び人材バンクの運営　2,851 千円
（3） 親教育プログラム普及促進事業　　　　　　　　　　　2,750千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　１　子どもを生み育てやすい地域をつくる

　 　 ・子育てマイスター制度などを通じ、個別の相談、子育て家庭に出向いてのアド

バイス、一時預かりサービスなどを幅広く支援する。

　　
	２　これまでの取組状況


　年間を通じた子育て家庭の育児相談や助言等を実施するとともに、子育て支援者を対象とした相談や研修会など、子育て支援に従事する人材の養成及び活動促進事業を実施した（平成23年度相談実績（4月～8月末）：2,602件、子育て支援相談員研修会６回）。
　また、子育て支援対策臨時特例基金を活用して、親教育プログラムを実施するファシリテーター（進行役）の養成講座を開催した（養成者数：11人）。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成１８年４月に子育てに関する総合相談窓口のモデルとして設置した「ぎふ子育て応援ステーション」は、子育て家庭の負担と不安感の軽減に寄与するとともに、市町村やＮＰＯによる子育て相談窓口の設置など子育て支援者への支援を実施したことにより県内各地に気軽に相談できる窓口が大幅に増加し、地域の子育て支援体制の充実に大きな役割を果たしてきた。
　今後は、子育て支援者への支援拠点として、子育て支援者向けの相談、研修及び活動支援等を行うことにより、地域の子育て支援体制の更なる充実を図る。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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